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H-071 水・物質・エネルギーの「環境フラックス」評価による持続可能な都市・産業システム

の設計 

（１）圏域の地球環境影響を統合的に評価する環境フラックス評価モデルの構築に関する研究 
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平成19～21年度 合計予算額             76,381千円 
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［要旨］本研究課題は、都市・産業活動に由来する水利用や廃棄物、温室効果ガスや排熱などについ

て、その空間分布の時系列での変動を把握するとともに、都市・産業活動に起因する資源・サービスの

利用量やおよび環境への影響と環境資源の潜在的利用可能量を解析する「都市の環境フラックス評価シ

ステム」を構築する。「環境フラックス」の空間分布と時間変化を定量的に算定するシステムを構築す

ることで、地域の都市・産業システムにおける環境容量を評価し、その制約条件下における技術・施策

オプションを同定したうえで、地球環境保全への貢献を最大化する技術・施策シナリオの最終目標と行

動計画を提示するために以下の研究を行った。 

(1)地球環境地理情報システム(GIS)データベースの構築および要素技術評価について、拠点都市および

その周辺都市圏域における水・物質・エネルギー資源の腑存量、産業拠点における循環型産業の地域マ

テリアルフロー、都市活動による環境資源の消費・利用、廃棄物・廃熱等の環境負荷発生分布、その移

動・変動について分布型の地域データベースの構築を行い、データベースの行政、市民利用を想定した

インターフェイスの枠組みの設計も行った。 

(2)科学的な根拠による政策立案と評価を支援するためのシミュレーションモデルとして、構築および環

境技術、政策シナリオを設計して評価するフレームを構築した。都市水・熱フラックス解析モデルの構

築と検証を進め、特に都市構造と自然が混在する地域での再現性の向上を実現した。また緑化施策の導

入効果について川崎市緑化指針等をもとに導入率を考慮し、エネルギー消費削減量を指標とした算定を

行った。 

(3)都市環境政策における合意形成支援システムでは、低炭素都市に向けた具体的な政策形成や計画立案

に繋がるシナリオ策定プロセスの設計を進めた。この取り組みの成果として川崎市と国立環境研究所と

の間で2009年1月23日に「街区エネルギー環境制御システム」等の連携・協力に関する協定を締結した。 
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